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平成24 年度 厚生労働省一般会計予算案 
社会保障関係費の内訳 

（単位：億円） 
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［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］ 

平成２３年度 

予  算  額 

（Ａ） 

平成２４年度 

予  算  案 

（Ｂ） 

増 △ 減 額 

（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増 △ 減 率 

（Ｃ）／（Ａ） 

社会保障関係費 ２８５，１５３ 
２６２，１５２ 

このほか、年金交付国債 
２４，８７９(※) 

△２３，００１ 
このほか、年金交付国債 

２４，８７９(※) 

 
△８．１％ 

  年  金 １０３，８４７ 
８１，０３７ 

このほか、年金交付国債 
２４，８７９(※) 

△２２，８０９ 
このほか、年金交付国債 

２４，８７９(※) 

 
△２２．０％ 

  医  療 ９９，２５０ １０２，４４２ ３，１９３ ３．２％ 

  介  護 ２２，０３７ ２３，３９２ １，３５５ ６．１％ 

  福  祉  等 ５７，４７３ ５３，０７９ △４，３９４ △７．６％ 

  雇  用 ２，５４７ ２，２０２ △３４５ △１３．５％ 

年金  

81,037億円 30.9% 

医療 

102,442億円 

39.1% 

介護  

23,392億円 

 8.9% 

福祉等 53,079億円 

20.2% 

雇用 

2,202億円 0.8% 

平成２３年度 

２８５，１５３億円 

 
 
 
 
２７９，２８１億

円 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 

２６２，１５２億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

子どものための手当の地方負担額
の増等  ２，８０３億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

＋１０，８７９億円 

平成２４年度 

※ 平成24年度の基礎年金国庫負担割合は、歳出予算（３６．５％分）と税制抜本改革により  

 確保される財源を充てて 償還される「年金交付国債」（仮称）（年金差額分２４，８７９億円）により  

 ２分の１を確保。 

    なお、「年金交付国債」（仮称）は、年金差額分と運用収入相当額とを合算した額を発行。 

 
年金交付国債（仮称） 

２４，８７９億円 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

東日本大震災復興特別会計（仮称） 
         ３２６億円 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

※ ５，８７１億円 

※ 子どものための手当の額（月額）の変更 
 （「平成23年度における子ども手当の支給等に関する特別措置法」に基づく） 

   ３歳未満  ２．０万円    ⇒    １．５万円 
   ３歳以上  １．３万円    ⇒    １．０万円  等 

［ 参  考 ］ 
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特別会計 

区  分 

平成２３年度 

予  算  額

（Ａ） 

平成２４年度 

予  算  案  

（Ｂ） 

増△減額 
（Ｃ） 

（（Ｂ）－（Ａ）） 

増△減率 
（Ｃ）／（Ａ） 

特 別 会 計 
 

８３８，５６３ 
 

 
８４３，５７９ 

 
５，０１５ ０．６％ 

労働保険 

特別会計 
４２，５６９ ３８，８８７ △３，６８２ △８．６％ 

年金特別会計 ７９５，９９４ ８０４，６９１ 
 

８，６９７ 
 

１．１％ 

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］ 

（単位：億円） 

※ 歳出ベース 
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 【「大学生現役就職促進プロジェクト」の推進等による新規学卒者等の就職支援の強化】          【１１２億円】 

  ○大学の未就職卒業者等の減少を図るため、主に現役大学生の方々を対象に「大学生現役就職促進プロジェクト」を

実施するなど、新規学卒者等への就職支援を強化 

   ※ 新卒応援ハローワークを拠点として、 

       ・ジョブサポーターの大学への恒常的な出張相談 

        ・大学等の協力を得て未内定者の「新卒応援ハローワーク」への全員登録・集中支援 などを実施 

 

  【「若者ステップアッププログラム」によるフリーター等の就職支援の強化】                       【６５億円】 

○トライアル雇用の活用や職業訓練の活用促進等により、就職氷河期世代も含めたフリーターの方々等の就職支援

を一層強化する「若者ステップアッププログラム」を推進 

 

  【希望者全員の65歳までの雇用確保】                                       【４４億円】 

   ○65歳までの希望者全員の雇用が確保されるよう、雇用と年金を確実に接続させるための法整備について検討する 

      とともに、定年を控えた高年齢者で、知識や経験を活かすことができる他の企業での雇用を希望する方を、職業 

      紹介事業者の紹介により雇い入れる事業主への助成など、企業の取組への必要な支援を実施 

  

  【新事業展開地域人材育成支援事業の推進】                                                   【１億円】 

   ○地域の活性化・雇用の確保を図る観点から、地場産業が集積する地域の業界団体等が教育訓練機関と連携し、 

      新たな事業展開を図る企業に対し、教育訓練カリキュラムの開発・教育訓練の実施等の支援を行う 

 

 

 

 

  

Ⅳ 就労促進、ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現 

全員参加型社会の実現 

平成24年度厚生労働省予算案の主要施策 



   
  

  

 

 

  

 【有期労働契約に関する新たなルールの整備】                                          【５３百万円】 

  ○有期労働契約によって働く労働者について、労働政策審議会での議論を踏まえ、雇用の安定や公正な処遇の実現に

向けた法制度の整備について検討し、必要な措置を講ずる 

 

 【パートタイム労働者の均等・均衡待遇の確保と正社員転換の推進】                               【５億円】 

  ○パートタイム労働法に基づく指導等や専門家による職務分析・職務評価の導入支援等を行うほか、労働政策審議会

でのパートタイム労働者の公正な待遇の確保に向けた法制度の整備についての検討を踏まえ、必要な措置を講ずる 

 

 

 【雇用保険制度によるセーフティネットの確保】                                          【１，７１４億円】 

  ○現下の厳しい雇用情勢等を踏まえ、給付日数の延長（個別延長給付）等の暫定措置（平成23年度末まで)について、 

    ２年間の延長を措置 

    ※ 失業等給付に係る雇用保険料率は平成24年4月1日から1.2％を1.0％に引き下げる予定 

      ※ 失業等給付費として、１兆7,790億円を計上 

 

 【求職者支援制度による職業訓練や給付金の支給等を通じた就職支援】                   【１，４７９億円】 

  ○雇用保険を受給できない求職者の方々が新たな職業能力や技術を身につけるための職業訓練を実施するとともに、 

     訓練期間中の生活を支援するための給付金を支給すること等により、求職者の方々の早期の就職支援を実施 
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ディーセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）の実現 

重層的なセーフティネットの構築 



改革のポイント 

社会保障改革で目指す将来像 
～未来への投資（子ども・子育て支援）の強化と貧困・格差対策の強化 ～ 

 

 

 

                                                                        

非正規雇用の増加など 
雇用基盤の変化 

家族形態や地域の変化 
人口の高齢化、 
現役世代の減少 

社会保障改革が必要とされる背景 

高齢化に伴う社会保障 
費用の急速な増大 

 
    ◆  共助・連帯を基礎として国民一人一人の自立を支援 
 ◆  機能の充実と徹底した給付の重点化・効率化を、同時に実施 
  ◆  世代間だけでなく世代内での公平を重視 

 ◆  特に、①子ども・若者、②医療・介護サービス、③年金、④貧困・格差対策を優先的に改革 
 ◆  消費税の充当先を「年金・医療・介護・子育て」の４分野に拡大＜社会保障４経費＞ 
 ◆  社会保障の安定財源確保と財政健全化を同時達成⇒2010年代半ばまでに段階的に消費税率を10％まで引き上げ 
 ◆  就労促進により社会保障制度を支える基盤を強化 

現役世代も含めた全ての人が、より受益を実感できる社会保障制度の再構築 

・高齢者への給付が相対的に手厚く、現役世代の生活リスクに対応できていない  
・貧困問題や格差拡大への対応などが不十分 
・社会保障費用の多くが赤字国債で賄われ、負担を将来世代へ先送り 

社会経済の変化に対応した 
社会保障の機能強化 

が求められる 

   ・子ども・子育て 
    新システムの創設 
 

・地域包括ケアシステムの 
 確立 
・医療・介護保険制度の 
 セーフティネット機能の 
 強化 
・診療報酬・介護報酬の 
   同時改定 
 

・求職者支援制度等の 
 第２のセーフティネット 
 の構築 
・生活保護の見直し、 
   自立・就労促進 
・総合合算制度の創設 
 

・短時間労働者への 
 社会保険適用拡大 
・新しい年金制度の検討 
 

・有期労働契約法制、 
   パートタイム労働法制、 
   高年齢者雇用法制の 
   検討 
 

・基礎年金国庫負担 
 １ ／２の安定財源確保 
・消費税の引上げ 
 

改革の方向性 

未来への投資 
（子ども・子育て支
援）の強化 

貧困・格差対策の 
強化（重層的セーフ
ティネットの構築） 

多様な働き方を支え
る社会保障制度へ 

社会保障制度の 
安定財源確保 

全員参加型社会、
ディーセント・ワーク
の実現 

1 2 3 4 5 6 
医療・介護サービス
保障の強化／社会 
保険制度のセーフ
ティネット機能の強化 

厚生労働省 
平成23年12月5日 
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【参考】 


